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研究成果の概要（和文）：本研究では国際貿易と環境問題，特に地球温暖化のようなグローバルな環境問題との関係に
ついて，財に体化された生産要素に着目する「要素含有アプローチ」による分析を行った．具体的には，輸出等の企業
の国際化活動の状況と温室効果ガスの排出集約度との間に一定の関係がみられることを実証的に明らかにした．また，
自由貿易協定における原産地規則や食品貿易等に適用される衛生・植物検疫措置等に関する理論分析を行い，それぞれ
の政策の効果を明らかにした．

研究成果の概要（英文）：In this study, we analyzed the issue of international trade and the environmental 
problems, including the trans-boundary pollution such as global warming, based on the factor content 
approach. This study employed both theoretical and empirical approaches. We found that there are certain 
relationships between individual firms’ globalization strategy such as export and their emission 
intensities. We also conducted theoretical analyses on various trade policies based on factor contents of 
goods and services, including the rules of origin (ROOs) in free trade agreements and sanitary and 
phytosanitary (SPS) measures, and showed the economic effects of those policies.

研究分野： 国際経済学
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１．研究開始当初の背景 
 
 「貿易と環境」の問題に関する研究では，
これまでに貿易の自由化が国内の環境保全
や地球規模の環境問題に与える影響や，逆に
各国の環境対策が国際間の貿易パターンや
生産構造に与える影響などについて理論
的・実証的に多くの研究が行われてきた．そ
の代表例が Copeland and Taylor (2003)であ
る．特に実証研究に関しては，Antweiler et 
al. (2001) 以降も，Managi et al. (2009) な
ど最近も新しい実証分析の結果が発表され，
当該分野の研究が進展している． 
 貿易と環境に関する研究では，様々な環境
問題が扱われてきているが，とりわけ越境型
の環境問題，特に地球温暖化等の広域的な環
境問題は重要な問題の１つである． 
広域的な環境問題では「汚染リーケージ」

と呼ばれる問題が発生しうることがよく知
られている（例えば，Ishikawa and Kiyono 
(2006)による研究などを参照）．これは，あ
る国が環境規制を強化すると他国で排出さ
れる汚染物質が増加してしまうという問題
である． 
温暖化対策に伴う汚染リーケージや国内

産業の国際競争力に対する影響等の問題に
対処する手段として導入が検討されている
のが，「炭素関税」や「国境税調整」である．
温暖化対策が十分でない国からの輸入品に
対して，生産段階で排出された炭素の量に応
じて関税を課すのが炭素関税である．他方，
温暖化対策が十分でない国からの輸入に対
して，自国内で課されている炭素税（または
排出権取引）と同等の課税措置を行ったり，
逆にそのような国への輸出に対して国内で
課されている炭素税の免税措置を行ったり
するのが国境税調整である． 
 このような炭素関税や国境税調整等の政
策は，貿易される財にどの程度の汚染物質が
「体化」されているかという，財の「要素含
有」に依拠した政策である． 
 他方で，国際貿易論の研究では，これまで
にこうした財の「要素含有」に着目した「要
素含有分析」が行われてきている．この分析
手法は，貿易財に体化された生産要素の間接
的な取引として国際貿易を捉える手法であ
り，国際貿易の実証研究で一般的に用いられ
ているとともに，これまでに分析上の問題点
の指摘と改善が積み重ねられてきた． 
しかし，貿易と環境の研究に要素含有分析

を適用した研究は比較的少ない．そこで，本
研究では，要素含有分析アプローチを用いて，
貿易と環境の研究に取り組む． 
 
２．研究の目的 
 
 上述のような「貿易と環境」に関するこれ
までの研究を踏まえて，本研究では国際貿易
と環境問題，特に地球温暖化のような越境型
でグローバルな環境問題との関係について，

国際貿易の実証研究において一般的に用い
られてきている「要素含有」のアプローチを
応用して，理論的・実証的に分析することを
目的とする．学術的な貢献に加えて，政策提
言にもつながるような研究を行うことを目
指す． 
本研究で焦点を当てる研究テーマとして

は，大きく分けて，貿易財に体化された汚染
物質の排出量に関する実証研究と財の要素
含有に基づく貿易及び貿易政策に関する理
論的分析の２つを挙げることができる．それ
ぞれの研究テーマについては，以下のような
研究を行う． 
 
(1) 貿易財に体化された汚染物質の排出量に
関する実証分析 
 
 地球温暖化問題の原因となる，温室効果ガ
スをはじめ，貿易財に体化された（生産段階
での）汚染物質の排出量について，要素含有
分析の最新の手法を用いて推定する．また，
国際貿易論の研究において 2000 年代以降に
発展してきた，Melitz (2003)に代表される，
いわゆる新々貿易理論における「異質な企業
モデル」（同一産業に生産性の異なる企業が
混在するモデル）に基づいて，輸出企業と非
輸出企業で異なる環境技術を採用するよう
なモデルを構築する．そのモデルから得られ
るインプリケーションについて，輸出や外国
直接投資等の企業の国際化行動と汚染物質
の排出量との関係を計量的な分析で検証す
る． 
 
(2) 財の要素含有に基づく貿易及び貿易政策
に関する理論的分析 
 
 炭素関税や国境税調整のような，貿易と環
境及び関連領域において，財の要素含有に基
づく様々な貿易政策の効果について理論的
な分析を行う．  
 伝統的な国際貿易論において想定される
完全競争的な市場の分析はベンチマークの
分析としては重要である．しかし，現実への
当てはまりという点では必ずしも優れてい
るとは言えないので，現実の経済への適合度
を意識して，寡占競争市場や独占的競争市場
などの不完全競争市場の分析も行う． 
 本研究が特に注目するのは，財の要素含有
に基づく貿易政策が，財やサービスの国際貿
易や，外国直接投資等にどのような影響を与
えるかという点にある．したがって，そうし
た効果に焦点を当てて分析する． 
 
３．研究の方法 
 
 本研究では，理論研究と実証研究の両面か
ら「貿易と環境」の研究テーマに取り組む．
各テーマの研究においては，先行研究に関す
る情報を十分に収集して，研究動向について
把握しながら，適切な研究テーマの絞り込み



を行う．また，国際経済法の専門家をはじめ，
関連する各分野の専門家から情報の提供を
受けて，理論・実証分析を遂行する上で，そ
れらの情報を活用する． 
さらに，研究水準を向上させるために，研

究協力者による協力も得ながら研究を遂行
する．また，研究を効率的に遂行するために，
大学院生を研究補助者として採用して，資料
の収集や整理，データの入力や加工，数値計
算による分析の確認など，研究の補助的業務
を行ってもらう． 
研究成果については，研究会や学会等で報

告を行い，情報発信に努めるとともに，そこ
で得られた助言に基づいて分析の改良を積
み重ねる．研究成果をまとめた論文をまずは
ディスカッション・ペーパーとして公表し，
その後も分析の改良を加えた上で，最終的に
は査読付国際学術専門誌に論文を投稿し，論
文の掲載を目指す． 
 
(1) 貿易財に体化された汚染物質の排出量に
関する実証分析 
 
 本テーマの研究では，国際貿易に関するデ
ータや各国の温室効果ガスの排出量に関す
るデータ等を収集して，国際間の技術の違い
や中間財の貿易等を考慮して，要素含有アプ
ローチによる計量的な分析を行う． 
 また，日本企業の企業レベル・データを収
集して，日本企業の温室効果ガス排出行動に
関して，特に輸出や外国直接投資などの企業
の国際化行動との関係に着目して，計量的な
分析を行う． 
 
(2) 財の要素含有に基づく貿易及び貿易政策
に関する理論的分析 
 
 本テーマの研究においては，主に応用ミク
ロ経済学の手法に基づき，国際貿易論の理論
的研究でも一般的に用いられている完全競
争一般均衡貿易モデルの他，寡占競争や独占
的競争等の不完全競争モデルを用いて分析
する．特に，いわゆる新貿易理論で多用され
てきた寡占競争のモデルや，新々貿易理論の
基礎になっている，独占的競争モデルを拡張
した「異質な企業」モデル等を応用した理論
分析を行う． 
 政策手段としては，自由貿易協定における
原産地規則や，食品や動植物の貿易に適用さ
れる衛生と植物検疫のための措置なども対
象とする． 
 
４．研究成果 
 
 本研究において得られた主な研究成果は
以下の通りである． 
 
(1) 貿易財に体化された汚染物質の排出量
に関する実証研究について，日本企業の企業
レベルの温室効果ガス排出量データや個別

企業の特性に関するデータを用いて，日本企
業の温室効果ガス排出行動に関する詳細な
分析を行った．その結果，輸出をはじめとし
た企業の国際化活動の状況と温室効果ガス
の排出集約度との間に一定の関係がみられ
ることが明らかになった．特に，輸出や外国
直接投資などを行っている企業は，国内向け
にしか財・サービスの供給を行っていない企
業よりも排出集約度が低く，他国のデータを
用いて分析している先行研究で示されてい
る結果とおおよそ一致する結果が得られた． 
 
(2) 財の要素含有に基づく貿易及び貿易政
策に関する理論的分析について，寡占競争市
場における貿易政策に関する比較静学を行
う上で，非対称的な寡占競争企業を扱うこと
ができるような手法の開発を行った．先行研
究では企業が対称的であるなどの制約的な
条件の下での分析しか示されてこなかった
のに対して，本研究では企業数や利得関数等
について一般的な緩い仮定の下での分析を
行った．その上で，ライバル企業の戦略変数
の変化に対する反応を知る上で，企業が非対
称的であっても，対称的である場合と結果が
一致する条件を明らかにした．本研究の成果
は様々な政策効果の分析に応用可能であり，
有益な貢献であると考えられる．研究成果は
査読付国際学術専門誌に公表した． 
 
(3) さらに，本研究において開発した前項の
比較静学の手法を応用して，非対称的な国際
寡占産業に対する政府の戦略的な投資補助
金政策の効果について分析を行った．企業の
非対称性は生産される財が非対称的に差別
化されていることに起因するが，そのような
場合のかなり一般的なモデル設定において，
市場で競合関係にある外国のライバル企業
の企業数が変化することで，自国政府にとっ
て最適な補助金政策の符号が変化しうる可
能性があるという新たな知見を示した．また，
モデル設定を特定化した場合に，実際に政策
の符号がライバル企業の企業数によって変
化するケースがあることを示した．研究成果
は査読付国際学術専門誌に公表した． 
 
(4) 自由貿易協定における原産地規則は，財
の要素含有に基づく貿易政策の一種と考え
られる．原産地規則を満たすための適合費用
が協定加盟国内に立地する域内企業と協定
非加盟国に立地する域外企業とで異なると
きに，協定加盟国が全体として選択する最適
な原産地規則の水準と，個々の協定加盟国が
個別に選択する最適な域外関税率について
分析を行った．特に，原産地規則を満たすた
めの適合費用が域内企業よりも域外企業の
ほうが高い場合を想定して分析した．その結
果，域内企業のみが原産地規則を満たすとい
う意味で，保護主義的な効果をもつように原
産地規則の水準が調整されるような均衡や，
あるいは実証研究においてしばしば指摘さ



れているように，域内企業も原産地規則を満
たさないような，自由貿易協定の利用率が低
くなる均衡があり，しかもモデルのパラメー
タ値の水準によって異なる均衡が実現され
るという，既存研究では示されてこなかった
新しい結果が得られた．研究成果はディスカ
ッション・ペーパーとして公表した． 
 
(5) 食品や動植物の貿易に適用される衛生
と植物検疫のための措置も要素含有に基づ
く貿易政策の一種である．この措置に関する
世界貿易機関（WTO）の協定である「衛生植
物検疫措置の適用に関する協定（SPS 協定）」
は，科学的根拠に基づき，国際専門機関が定
める基準に沿ってWTO加盟各国が衛生植物検
疫措置に関する政策を実施することを求め
ている．本研究では，この SPS 協定において
定められているルールがどのような経済学
的な効果をもっているのかについて法と経
済学的アプローチによる分析を行い，SPS 協
定の経済学的な意義と課題について明らか
にした．研究成果は専門書に所収された． 
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